












































































































































































































































保保存義務制度は弁済者代位制度を支える補完的な制度にすぎないのか、それとも債権者の「注意義務」にまで及ぶ制度なのか。債権者は保証人に対して「一般的な」注意義務をも負う 仮にそうだとすると、担保保存義務は債権者が負う一般的注意義務の現れにすぎないのか。債権者が保証人に対して注意義務を負うとすれば、 証契約の「片務性」と 関係が問題となるが、保証契約の片務性に対してどのように対応されてきたか。　
債権者の注意義務の性質論・制度論は、担 保存義務の要件論・効果論にもはね返る。担保保存義務制度は保証












































務者に請求し、債務の履行を受け こ ができず損害を受け 場合に 委任訴訟を 対して提起することができた。しかも、委任者である保証人と受任者 ある債権者は、委任契約を支配する「信義」 （
bona
fides ）に従っ


































は、金額貸与 委任の場合とは異なり、債権者が保証人に対して訴権を保存し譲渡する義務を契約しているとは言えないこと、すなわち、ⅰ保証契約は「片務契約」であり、義務を負うのは 証人だけであ こと、さらに、ⅱ債権者が訴権譲渡の義務を負うとしても、それは単に「衡平」 （
équité ）上の義務にすぎず、債権者は訴権の譲渡を拒
否する利益がないため譲渡に応ずることになるだけであるため、債権者は、自己 有する限りで訴権を譲渡すれば足り、たとえ訴権を保存せず譲渡できなかったとしても、責め 負うことはなかったこと あ 。しかし、ポティ
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四七



































は、第一部第一四節三二八条以下において、次 ように類型 応じ 規定が さ た。主たる債務者に対する「執行」について、債権者に重過失がある場合、それによって生ずる損害は債権者 負担する（
同三二八条
） 。保証人が

















































































































































権」であるとされる。今日において 立法当時とは異 り、保証人に対 保護義務および配慮 が承認される方向にあり、そこから保証人に対する債権者の通知義務等が導かれる。したがって、七七六条は、例外的性質を有す 特別規定ではなく、配慮 務を具体化した規定であ また、保証法において信義則の適用が認められる場合が増え につれて、通説的見解が主張す の例外的性質が徐々に弱くなっ り、その結果、同はもはや例外規定ではないとされる。　
一方、判例は、片務契約である保証契約からは、債権者の保証人に対する注意義務は、原則として生じないとし、












が、一九四一年改正法 おい は、債権者の保証人に対する注意義務の「位置付け」に変化 見られ （
第一点
） 。
改正法において規定された注意義務を ⒜「限定的」 解する説と、⒝解釈による「拡大」を認め 説の対立 見られる。この解釈の違いは、注意義務 に影響する。⒜説は、改正法五〇三条一項及び二項において、義務違反の効果は強化されているが、債権者の注意義務 拡大はないと 、その他の規定（
五〇四条二項及び五〇五条等
）
においては、部分的な拡大にとどまるとする。これに対して、⒝説は、改正法によって、債権者の注意 は大幅に拡大され、しかもその注意義務に関す 規定は強行規定とされてい （
四九二条四項
）ことから、債権者の注意義





































































































によって、債権者に「情報提供義務」が課され、一九九八年七月二九日法によってその義務が拡張されてい 債権者の義務をめぐる新法 展開 情報提供義務だけではない　








うことはないことになる。しかし実際には フランス法においては、 「保証人保護立法」の展開によって、債権者の負う義務群が増加・拡大している。このような現状にあって、保証契約の双務性を認めないとする説においても債権者が 的な一定の拘束を負うことは否定されない。ここで問題となる は、保証契約はもはや片務契約とよぶことはできず双務契約な では か、仮に完全な双務契約でないとし も、双務契約に類似す 契約 なっているのではないかという疑問である。また、 「保証法」における解釈の展開によって（
民法二三一四条
） 、さらに、

























債権者に義務的な拘束を課 ことを容易にする新しい概念・構成が求められた。債権者に一定の拘束が課されたとしても、その拘束が法的義務ではないと性質決定されるならば、双務性を ぐる先の疑問は生じないからである。この点をめぐって近時、ドイツ民法にお ては、右のように、債権者が保証人に対して負う義務は、
O
bliegenheit
であるとされ、その違反に 効果は、債権者の保証人に対する請求権の失効であるとする議論が展開されている。つまり、 債権者が保証人に対して負う義務
P
flicht （
いわゆる真正の法的義務
） ではないとされる。 なお、
O
bliegenheit
による法的構成は、スイス債務法・オーストリア民法においても展開さ てい 。　
「保証価値の重視（
＝債権者の義務の否定
） 」と「保証人の保護（
＝債権者の義務の肯定
） 」という要求の対立は、
O
bliegenheit
という新たな媒介概念を導入することによって揚棄されつつある。
　
なお、債権者の注意義務に関する議論は担保保存義務論にとどまるも ではない。わが国の民法典の起草者が四
岡　法（68―２） 228
六〇
一三条（
「受領遅滞」制度
）の立法過程において参照したと思われるドイツ民法草案・オーストリア民法・スイス債
務法における
G
läubigerverzug （「債権者遅滞」制度
）も、最近では、
O
bliegenheit
という概念を用いて説明される
ようになってい （
拙稿「受領遅滞制度の推移
―
日本の判例・学説と外国法概観」奈良産九巻三・四号一四七頁以下
） 。
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